
 
令和８年５月 14 日 

各 位 

会 社 名 トモニホールディングス株式会社 

代表者名 取締役社長兼ＣＥＯ 中村  武 

（コード番号 8600 東証プライム） 

問合せ先 常務取締役経営企画部長 藤井 仁三 

（TEL 087-812-0102） 

第６次経営計画の策定について 

当社は、令和８年４月から令和 11 年３月までの３年間を計画期間とする第６次経営計画をスタートさせました

ので、その概要について下記のとおりお知らせいたします。 

記 

１．第５次経営計画の実績評価について 

（１）令和５年４月よりスタートさせた３か年の第５次経営計画においては、10 年後の目指すべき姿を『やっぱり

“トモニ”を選んでよかったと言われる広域金融グループ』として、それを実現するための最初の３年間の経

営計画と位置づけ、５つの基本戦略（サステナビリティ戦略、営業戦略、人財戦略、オペレーション戦略、ガ

バナンス戦略）に基づく具体的施策に取り組んでまいりました。 

（２）具体的には、サステナビリティに関する取組方針の明確化及び取組態勢の整備によりサステナビリティへの

取組みを強化するとともに、サステナブルファイナンスの取組み及び金融教育等への取組みにより地域社会に

おけるサステナビリティへの取組み支援を強化しました。営業面では、銀行子会社と連携した法人及び個人向

けのコンサルティング営業の強化、「地域とトモニファンド」の活用及びトモニ mini 商談会の開催等によるお

客さまの成長支援の強化により、地域経済の活性化に取り組むとともに、広域金融グループの強みを活かして

地元・準地元エリアをはじめ大阪・東京エリアにおいて、新規取引先の獲得等による営業基盤及び業務量の拡

充に取り組みました。人財面では、グループ合同研修の実施による女性活躍を含む多様な人材の活躍推進への

取組みを進めました。また、独立社外取締役や女性取締役の増員による取締役会の機能強化及び多様性確保を

図るなど、ガバナンスの強化を図りました。 

（３）こうした取組みの下、各銀行子会社が業容及び収益の拡大に努めました結果、令和８年３月期における預金

等残高及び貸出金残高、親会社株主に帰属する当期純利益、コア業務純益及び本業利益（外貨調達コスト控除

後）はそれぞれ目標を大きく上回る結果となりました。また、利益の積み上げと併せて公募増資の実施により

資本の充実を図ることで令和８年３月末における自己資本比率も目標を大きく上回るとともに、効率的な業務

運営及び資産運用に努めた結果、令和８年３月期におけるＲＯＥ及びコア業務粗利益ＯＨＲも目標を達成する

ことができました。 

（４）この間、株主や機関投資家の皆さま等とのコミュニケーションの充実に努めるとともに、「資本コストや株価

を意識した経営の実践に向けた対応」に関する考え方を整理し、株主還元方針を明確にすることにより、順調

な収益状況を背景として、経営計画中の３年間も含め１株当たりの年間配当金を６期連続で増配いたしました。 

【第５次経営計画における目標とする経営指標】 

目標とする経営指標 
令和８年３月期目標 

目標 実績 

親会社株主に帰属する当期純利益（連結） 収益性 148 億円 161 億円

コア業務純益（銀行子会社単体合算） 収益性 223 億円 330 億円

本業利益（銀行子会社単体合算） 収益性 141 億円 200 億円

ＲＯＥ（連結） 効率性 5.0％以上 5.62％

コア業務粗利益ＯＨＲ（銀行子会社単体合算） 効率性 60％以下 50.55％

自己資本比率（連結） 健全性 9.0％以上 9.45％

預金等残高（銀行子会社単体合算） 成長性 ４兆 5,000 億円 ４兆 7,203 億円

貸出金残高（銀行子会社単体合算） 成長性 ３兆 6,000 億円 ３兆 8,561 億円

（注）１．本業利益（外貨調達コスト控除後）＝貸出金平残×預貸利鞘－外貨調達コスト＋役務取引等利益－経費 

２．ＲＯＥ＝親会社株主に帰属する当期純利益（連結）／自己資本（純資産－新株予約権－非支配株主持分）平残×100 
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２．第６次経営計画の方向性 

（１）当社では、令和５年４月の第５次経営計画のスタートに当たって、当社グループのパーパス（存在意義）を

定め、広域金融グループとしての「10 年後の目指す姿」を明示するとともに、「皆さまとの６つのお約束（提供

価値）」として、目指す姿の実現を通じて各ステークホルダーの皆さまに対してそれぞれ価値提供していくこと

をお約束いたしました。 

（２）第５次経営計画では、今後の地域における中長期的な人口動態等を踏まえ、持続的な社会の実現に向け、「10

年後の目指す姿」を実現するための「最初の３年間の経営戦略・経営目標等」を示す計画と、上記（１）のと

おり５つの基本戦略に基づく具体的施策に取り組むことにより、着実な成果・成長に繋げており、今後も引き

続き目指す姿の実現に向けて取組みを進化させてまいりたいと考えております。 

（３）令和８年４月よりスタートさせた第６次経営計画では、第５次経営計画において掲げた「10 年後の目指す姿」

である『やっぱり“トモニ”を選んでよかったと言われる広域金融グループ』の実現に向けた深化のフェーズ

と位置づけ、継続性と進化性のバランスの取れた課題解決型の「次の３年間の経営戦略・経営目標等」を示す

計画としております。 

（４）具体的には、５つの基本戦略（サステナビリティ戦略、営業戦略、人財戦略、オペレーション戦略、ガバナ

ンス戦略）に基づく具体的施策に取り組むことにより、全てのステークホルダーの皆さまとともに、次のステ

ージへ進化してまいりたいと考えております。 

（５）第６次経営計画の最終年度であります令和 11 年３月期における目標として、親会社株主に帰属する当期純利

益 205 億円、ＲＯＥ6.5％以上、連結自己資本比率 9.5％程度の実現を目指してまいります。 

 

３．第６次経営計画の概要 

（１）名称 

第６次経営計画 ～さあ “トモニ”進もう 次のステージへ～ 

（２）計画期間 

令和８年（2026 年）４月～令和 11 年（2029 年）３月（３年間） 

（３）基本戦略 

基本戦略 戦略の方向性 

Ⅰ サステナビリティ戦略  地域価値創造への貢献、サステナビリティ等の開示強化 

Ⅱ 営業戦略 

 適正な貸出スプレッドの確保と戦略的なリスクアセットの伸

長による持続可能な営業基盤の構築 

 提案型営業・非対面チャネルの最適化、高付加価値サービスへ

のシフト 

Ⅲ 人財戦略  人的資本経営の実現、多様性と専門性の両立 

Ⅳ オペレーション戦略  ＤＸ・ＡＩ活用及びＢＰＲ推進による業務構造改革 

Ⅴ ガバナンス戦略  ＲＯＥを意識した経営の実現、ステークホルダーとの対話強化

（４）目標とする経営指標 

目標とする経営指標 令和 11 年３月期目標 令和８年３月期実績 

親会社株主に帰属する当期純利益 収益性 205 億円 161 億円 

ＲＯＥ（決算短信ベース） 効率性 6.5％以上※ 5.62％ 

連結自己資本比率 健全性 9.5％程度 9.45％ 

※ＲＯＥにつきましては、引き続き８％以上の実現を目指してまいります。 

 

※第６次経営計画の詳細については、添付のプレゼンテーション資料をご参照ください。 

 

以 上 

 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する

一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 



第６次経営計画

～さあ “トモニ”進もう 次のステージへ～

（令和８年４月～令和11年３月）

トモニホールディングス株式会社
令和８年５月
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１．中長期ビジョンと経営戦略
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（１）当社グループの理念体系

グループ経営理念
お客さま第一主義
お客さまとともに成長
信頼と安心の経営

パーパス（存在意義）
社員一人ひとりの成長を組織の成長につなげ、各組織の成長をグループ全体の成長につなげ、お客
さま一人ひとり（一社一社）の成長を地域の成長につなげ、各地域の成長を広域の成長につなげて
いくことにより、すべてのステークホルダーの皆さまとともに成長を紡いでいくこと

10年後の目指す姿
やっぱり“トモニ”を選んでよかったと言われる広域金融グループ

皆さまとの６つのお約束
＜社会の皆さまとのお約束＞ 私たちは、社会的責任を果たすことにより、持続的

な社会の実現への貢献に努めます。
＜地域の皆さまとのお約束＞ 私たちは、金融機能の提供を通じて、地域経済の

持続的な発展への貢献に努めます。
＜法人のお客さまとのお約束＞ 私たちは、法人のお客さまの経営課題の解決に向

けて、スピーディかつ最適なソリューションの提供
に努めます。

＜個人のお客さまとのお約束＞ 私たちは、個人のお客さまの多様なニーズに対し
て、安心・安全で利便性の高い金融サービスの提
供に努めます。

＜株主の皆さまとのお約束＞ 私たちは、グループの持続的な成長と強固な財務
基盤の形成を通じて、中長期的な企業価値の向上
に努めます。

＜従業員の皆さまとのお約束＞ 私たちは、社員一人ひとりにとって、働きやすい、
働きがいのある職場づくりに努めます。

VALUE

VISION

PURPOSE

MISSION
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（２）当社グループのパーパス・目指す姿と経営戦略

 当社グループは、事業者数及び人口の減少、高齢化の進展に伴い地域経済が縮小する中で、営
業基盤の拡大、収益力の維持・向上、地域に密着した事業活動の継続及び持続的な成長を目指
して、いち早く持株会社形態による経営統合を行った。

 経営統合時の目指すべき姿は、「経営統合により、より強固な経営基盤、幅広いネットワークを実現
し、お客さま第一主義の経営思想をさらに高め、地域のお客さまとともに成長する金融グループを
形成すること」としているが、その理念は現在も変わっていない。

 これからも地域を支えるための重要な存在である銀行子会社が、お互いに切磋琢磨し、それぞれの
地域のお客さまとともに成長していく中で、持株会社である当社が、グループの経営基盤の強化や
広域金融グループとしての総合力の発揮を図ることにより、銀行子会社の成長や地域のお客さまの
成長を後押しし、結果として、当社グループ全体の成長や広域のお客さまの成長につなげていくこ
と、これを「トモニスタイル」とし、時代に応じて常に変革・進化し続けてきた。

 その上で、社員一人ひとりの成長を組織の成長につなげ、各組織の成長をグループ全体の成長に
つなげ、お客さま一人ひとり（一社一社）の成長を地域の成長につなげ、各地域の成長を広域の成
長につなげていくことにより、すべてのステークホルダーの皆さまとともに成長を紡いでいくことが、
当社グループのパーパス（存在意義）である。

 第５次経営計画では、「トモニスタイル」を更に変革・進化し続けることで、「10年後の目指す姿」と
して『やっぱり“トモニ”を選んでよかったと言われる広域金融グループ』を明示し、それを実現するた
めの「最初の３年間の経営戦略・経営目標等」を示す計画とした。

 第６次経営計画は、「10年後の目指す姿」の実現に向けた深化フェーズと位置づけ、シナジーの更
なる獲得を意識して、「トモニスタイル」を次のステージである「トモニスタイル ＮＥＸＴ」へ進化させ、
継続性と進化性のバランスの取れた課題解決型の「次の３年間の経営戦略・経営目標等」を示す
計画とする。
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（３）中長期ビジョンの実現に向けたロードマップ

第１次経営計画
2010～12年度

信頼される
金融グループ

第２次経営計画
2013～15年度

存在感のある
金融グループ

第３次経営計画
2016～18年度

成長する広域
金融グループ

第４次経営計画
2019～22年度

変革し進化する
広域金融
グループ

地域密着型経営の推進：高い預貸率

トモニＨＤ設立
地域金融機関で７番目

当時は珍しい戦略型経営統合

第５次経営計画
2023～25年度

第６次経営計画
2026～28年度

顧客の主体は中小企業や個人：高い利益率

チャレンジ精神の発揮・環境変化への柔軟な対応

効率経営の推進：低い経費率

広域金融グループと強固な営業基盤

トモニスタイル（切磋琢磨）の確立

公募増資によるB/S強化

＜外部環境＞
 「金利ある普通の経済」への回帰
 関西・東京エリア、船舶関連などの需要増加
 高齢化を背景とする事業承継やサステナビリティ

経営等のニーズの高まり

収益力を着実に強化
2025年度ＲＯＥ：5.62％

大正銀行と経営統合
四国と関西との域外統合

徳島銀行と大正銀行を合併
珍しい戦略型域外合併

トモニグループは、経営統合や公募増資を経て、「稼ぐ力」を高めてきた。
10年後の目指す姿
やっぱり“トモニ”を

選んでよかったと言われる
広域金融グループ

（注）太線は、トモニグループの「５つの強み」。

トモニスタイル ＮＥＸＴ
への進化

公募増資の実施
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２．第５次経営計画の振り返り
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（１）第５次経営計画の目標に対する実績評価
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（２）第５次経営計画における損益増減要因分析

（金額単位：億円）
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（３）各指標の推移

（連結ベース） 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

ＰＢＲ
0.30倍

↘
0.26倍

↘
0.21倍

↘
0.21倍

→
0.23倍

↗
0.29倍

↗
0.36倍

↗
0.53倍

↗

ＲＯＥ
4.63％

↘
3.70％

↘
4.38％

↗
5.42％

↗
5.82％

↗
5.40％

↘
5.70％

↗
5.62％

↘

ＰＥＲ
6.75倍

↘
7.09倍

↗
5.18倍

↘
4.02倍

↘
4.02倍

→
5.09倍

↗
6.53倍

↗
9.70倍

↗

配当性向
12.8％

↗
15.8％

↗
12.7％

↘
11.0％

↘
11.4％

↗
13.3％

↗
20.0％

↗
31.0％

↗

ＤＯＥ
0.59％

↘
0.58％

↘
0.56％

↘
0.59％

↗
0.66％

↗
0.75％

↗
1.14％

↗
1.74％

↗

配当利回り
1.90％

↗
2.22％

↗
2.46％

↗
2.74％

↗
2.83％

↗
2.63％

↘
3.06％

↗
3.19％

↗

ＲＯＲＡ
0.42％

↘
0.31％

↘
0.38％

↗
0.48％

↗
0.50％

↗
0.48％

↘
0.52％

↗
0.52％

→

自己資本比率
8.72％

↘
8.52％

↘
8.82％

↗
8.84％

↗
8.86％

↗
9.23％

↗
9.46％

↗
9.45％

↘

 第５次経営計画期間中での当社株価は1.9倍（418円→814円）上昇、ＰＢＲは0.53倍へ
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３．第６次経営計画の概要
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（１）サステナビリティ優先課題と中長期的な取組みの方向性

ＥＳＧ（環境・社会・ガバナンス）の観点から、重要課題の検討・見直しを行った上で、中長期的
に地域・お客さま・当社グループに最も影響を与える６項目について、第６次経営計画におけ
るサステナビリティ優先課題として設定し、当社グループとして取り組むことにより、持続可能な
社会の実現を目指していきます。

サステナビリティ優先課題 中長期的な取組みの方向性

１
環境
（Ｅ）

気候変動問題をはじめとする
サステナビリティへの取組み

 地域やお客さまのサステナビリティへの取組み支援の強化
 当社グループのサステナビリティ経営や地域貢献活動の高度化

２

社会
（Ｓ）

地域活性化への取組みと
地方経済への貢献

 事業承継や創業支援、防災力の強化など地域やお客さまの課題解決を通じた
価値創造

 営業エリア、業種及び銀行子会社の特性に応じた営業戦略の展開
 広域金融グループの強みを活かしたコンサルティング機能の強化・拡充
 地域商社的金融グループとしてのソリューション提供サービスの拡充

３ 少子高齢化社会への対応
 広域金融グループの強みを活かしたコンサルティング機能の強化・拡充
 営業チャネル（対面・非対面）に応じた商品・サービスの拡充
 お客さま本位の業務運営に関する取組みの強化

４

ガバナンス
（Ｇ）

ワークライフバランスへの取組みと
人財の育成・確保

 パーパス実現に向けたインセンティブの強化
 経営戦略と連動した経営人財、専門性の高い人財の育成
 多様な人財の活躍推進への取組み

５
デジタライゼーションへの対応と
効率経営の追求

 ＤＸ・ＡＩ活用や業務改革による業務の効率化及び生産性の向上
 グループベースでのシステム投資・コスト削減による更なる経営の効率化
 次期基幹システム更改の検討

６
企業価値向上への取組みと
コーポレートガバナンスの強化

 取締役会機能の強化によるグループガバナンス態勢の強化
 「トモニスタイル ＮＥＸＴ」への進化によるシナジーの更なる獲得及び収益力のな

お一層の強化
 成長投資、利益還元、内部留保をバランスよく、より大きな形で実現
 金利ある世界への回帰を踏まえたリスク管理の強化・有価証券評価損益の改善
 情報開示、投資家等とのコミュニケーションの充実
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（２）第６次経営計画の概要

 名称 第６次経営計画 ～さあ “トモニ”に進もう 次のステージへ～
 計画期間 令和８年（2026年）４月～令和11年（2029年）３月 （３年間）

サステナビリティ戦略

営業戦略

人財戦略

オペレーション戦略

ガバナンス戦略

５つの基本戦略 戦略の方向性

 地域価値創造への貢献、サステナビリティ等の開示強化

 適正な貸出スプレッドの確保と戦略的なリスクアセットの
伸長による持続可能な営業基盤の構築

 提案型営業・非対面チャネルの最適化、高付加価値サー
ビスへのシフト

 人的資本経営の実現、多様性と専門性の両立

 ＤＸ・ＡＩ活用及びＢＰＲ推進による業務構造改革

 ＲＯＥを意識した経営の実現、ステークホルダーとの対話
強化

令和11年３月期計画

＜政策金利シナリオ＞

令和８年７月 0.75％ ⇒ 1.00％
令和９年１月 1.00％ ⇒ 1.25％

親会社株主に帰属する当期純利益

205億円

ＲＯＥ（決算短信ベース）※

6.5％以上

自己資本比率

9.5％程度

※ 親会社株主に帰属する当期純利益÷（（期首自己資本＋期末自己資本）／２）、自己資本＝純資産の部合計－新株予約権－非支配株主持分
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４．第６次経営計画の基本戦略
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（１）サステナビリティ戦略

【提供価値】

 社会的な責任を果たすことによる持続的な社会の実現への貢献
 金融機能の提供を通じた地域経済の持続的な発展への貢献

１．事業承継や創業支援、防災力の強化など地域やお客さまの課題解決を通じた価値創造

（１） 事業承継・創業支援に関する取組みの強化

（２） 防災力強化に関する取組みの推進

（３） 資産承継（相続）を支援する取組みの強化

２．地域やお客さまのサステナビリティへの取組み支援の強化

（１） ＥＳＧに関する取組みの拡充・強化

（２） 資産形成を支援する取組みの拡充・強化

（３） 金融経済教育等に関する取組みの拡充・強化

３．当社グループのサステナビリティ経営や地域貢献活動の高度化

（１） サステナビリティに関する取組方針及び取組態勢の整備

（２） 「産官学」連携をはじめとする地域経済活性化に関する取組みの強化

（３） ＣＯ２排出量削減への取組みの強化

（４） サステナビリティに関する情報開示の充実
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（２）営業戦略

【提供価値】

 金融機能の提供を通じた地域経済の持続的な発展への貢献
 法人のお客さまの経営課題の解決に向けたスピーディかつ最適なソリューションの提供
 個人のお客さまの多様なニーズに対する安心・安全で利便性の高い金融サービスの提供

１．営業エリア、業種及び銀行子会社の特性に応じた営業戦略の展開

（１） エリア全域における連繋の強化

（２） 地元エリア（徳島・香川）・準地元エリア（愛媛・高知・岡山・広島・淡路）における連繋の強化

（３） 大阪エリア・東京エリアにおける連繋の強化

（４） 船舶融資・不動産融資先に対するグループ内連携

２．広域金融グループの強みを活かしたコンサルティング機能の強化・拡充

（１） 地域・グループ横断に資するビジネスマッチング等への取組みの強化

（２） 個人のお客さま向けコンサルティング機能の強化

（３） 課題把握と提案力向上のためのコンサルティング能力の強化

３．地域商社的金融グループとしてのソリューション提供サービスの拡充

（１） 「地域とトモニファンド」等を活用したファンドビジネスへの取組みの強化

４．営業チャネル（対面・非対面）に応じた商品・サービスの拡充

（１） キャッシュレス対応などアプリ・ＩＢを活用したサービスの拡充及び非対面チャネルの拡充による顧客接点の強化

（２） お客さまニーズに応じた運用商品・サービスの提供

（３） ローンビジネスへの取組みの拡充・強化

５．お客さま本位の業務運営に関する取組みの強化

（１） お客さま本位の業務運営に関する基本方針の継続的な見直し

（２） お客さま本位の業務運営への取組内容の拡充・進化
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（３）人財戦略

【提供価値】

 社員一人ひとりにとっての働きやすい、働きがいのある職場づくり

１．パーパス実現に向けたインセンティブの強化
（１） 従業員向け株式報酬制度の導入

２．経営戦略と連動した経営人財、専門性の高い人財の育成

（１） グループ意識の醸成とグループシナジーの向上に向けた研修の実施

（２） 経営戦略と連動した経営人財の育成

（３） 専門性の高い人財の育成

３．多様な人財の活躍推進への取組み

（１） 女性活躍を含む人財の多様性を後押しするための取組み
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（４）オペレーション戦略

【提供価値】

 業務の効率化、コストの削減等を通じた中長期的な企業価値の向上

１．ＤＸ・ＡＩ活用や業務改革による業務の効率化及び生産性の向上
（１） ＤＸ・ＡＩ活用による効率的な業務運営態勢の整備
（２） ＢＰＲによるグループ全体の業務効率化及び生産性向上の推進

２．グループベースでのシステム投資・コスト削減による更なる経営の効率化

（１） システム戦略委員会を活用した効率的・効果的なシステム投資の実施

（２） コスト削減タスクフォースによる経費削減への取組み

３．次期基幹システム更改の検討

（１） 次期基幹システム更改の検討
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（５）ガバナンス戦略

【提供価値】

 グループの持続的な成長と強固な財務基盤の形成を通じた中長期的な企業価値の向上

１．取締役会機能の強化によるグループガバナンス態勢の進化
（１） 取締役会機能の強化などガバナンス態勢の更なる強化
（２） グループベースでの危機管理態勢及びセキュリティ態勢の強化
（３） グループベースでのコンプライアンス管理態勢の強化
（４） グループベースでの適切なリスク管理態勢の強化
（５） 内部監査機能の更なる高度化

２．「トモニスタイル ＮＥＸＴ」への進化によるシナジーの更なる獲得及び収益力のより一層の強化

（１） ＲＯＥ向上に向けた取組みの強化

３．成長投資、利益還元、内部留保をバランスよく、より大きな形で実現

（１） 最適な資本政策（資本充実、資本活用、株主還元）の実現

（２） グループ全体の政策保有株式の適正化

（３） 自己資本比率維持・向上への取組み

４．金利ある世界への回帰を踏まえたリスク管理の強化・有価証券評価損益の改善

（１） 国内金利上昇に備えたリスク管理の強化

（２） 有価証券評価損益の改善へ向けた取組み

５．情報開示、投資家等とのコミュニケーションの充実

（１） ＳＲ・ＩＲ活動の積極的な取組み

（２） 銀行子会社と連携した効果的な情報発信
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５．第６次経営計画における目標とする
経営指標等
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（１）第６次経営計画における目標とする経営指標

第６次経営計画における「目標とする経営指標（財務指標）」は、以下のとおりとします。

目標とする経営指標（連結） 令和８年３月期実績 令和11年３月期計画

親会社株主に帰属する当期純利益 収益性 161億円 205億円

ＲＯＥ（決算短信ベース） 効率性 5.62％ 6.5％以上※

連結自己資本比率 健全性 9.45％ 9.5％程度

【目標とする経営指標】

ＫＰＩ目標（２行合算 or 連結） 令和８年３月期実績 令和11年３月期計画

コア業務純益（２行合算） 収益性 330億円 338億円

本業利益（外貨調達コスト控除後）（２行合算） 収益性 200億円 215億円

ＲＯＲＡ（連結） 効率性 0.52％ 0.6％以上

コア業務粗利益ＯＨＲ（２行合算） 効率性 50.55％ 52％以下

【参考：ＫＰＩ目標】

※ＲＯＥにつきましては、引き続き８％以上の実現を目指してまいります。
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（２）第６次経営計画におけるＲＯＥの向上に向けて

指標 令和８年３月期 取組施策 令和11年３月期

ＲＯＲＡ
当期純利益

リスク・アセット額 0.52％
 親会社株主に帰属する当期純利益205億円
 リスク・アセット額を3,500億円積み上げ 0.60％以上

×

財務レバレッジ
１

自己資本比率 10.58倍

 ３年間の利益の積み上げ574億円に対して、
３年間平均で38.5％程度の株主還元を実施

 リスク・アセット額を3,500億円積み上げ
 自己資本比率を9.45％→9.5％程度へ

10.51倍

×

自己資本調整倍率
ＢＩＳ自己資本
Ｂ/Ｓ自己資本 1.02倍  ほぼ同水準で推移 1.03倍

＝

ＲＯＥ
当期純利益

Ｂ/Ｓ自己資本 5.62％
 ＲＯＥを6.5％以上に引き上げ
 引き続き、8％以上の実現を目指す 6.5％以上
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６．第６次経営計画における資本政策
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（１）第６次経営計画期間中の資本政策及び株主還元

 令和８年３月期決算において、５期連続増配として、「配当性向31.0％」及び「DOE1.7％」を達成。
 第６次経営計画における資本政策に当たっても、「成長投資」、「利益還元」、「内部留保」をバランスよく、より大

きな形で実現し、更なる企業価値の向上に取り組んでいく方針。

内部留保

成長投資 利益還元

銀行法で求められる最低水準：４％

リーマン・ショック級の危機発生時
の最大損失への備え：3.5％

※当社ストレステストを踏まえて設定

バッファー：２％
※有価証券評価損益の他行との水準格差も

踏まえて設定

（３）自己資本比率の安定的維持
（％）

（１）将来を見据えた戦略的投資
中小企業・個人向け貸出等、関西・東京エリアや船舶関連貸出等への積極的な取組みによるリスクアセットの積み上げ
従業員持株会向けＲＳの導入等による人的資本経営の実践、積極的なＤＸ投資 等

（２）安定的かつ持続的な利益還元
第６次経営計画期間中の株主還元方針としては、
利益成長を通じた配当水準の安定的かつ持続的
な維持・向上を図るとともに、柔軟かつ機動的な自
己株式取得を実施することにより、令和10年度ま
でに配当性向35％以上、総還元性向40％以上へ
段階的に引き上げていくことを目指す。

当面目指す水準
：9.5％程度

収益力の強化とリスク
アセット・コントロール
の強化により維持

（参考）10％を超える銀行持株会社は、銀行法上、銀行業高度化等
会社設立に際しての手続きが簡素化されている。

配当性向＜右目盛＞

年間配当金＜左目盛＞

（円） （％）
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（２）企業価値の向上に向けた対応

収益力の強化
 地域活性化、本業支援、地域密着型金融の推進、ソリュー

ション・ビジネスの強化（非金利収入拡大）
 関西・東京エリアや船舶関連向け貸出等への注力
 金利ある世界における適正金利の確保
 提案型営業・非対面チャネルの最適化
 有価証券運用のパフォーマンス向上と総合損益改善

リスクアセット・コントロールの強化
 ＲＯＲＡを意識した貸出金・有価証券運用の実践

経費コントロールの強化
 業務改革やＤＸ活用による業務の効率化及び生産性の向上

成長投資、利益還元、内部留保をバランスよく、より大
きな形で実現
 将来を見据えた戦略的投資

☞ 積極的な貸出対応によるリスク・アセットの積み上げ
☞ 従業員持株会向けＲＳの導入等による人的投資の拡大

 安定的かつ持続的な利益還元
 自己資本比率の安定的な維持

情報開示、投資家等とのコミュニケーションの充実
 サステナビリティ・地域貢献活動等非財務情報の充実
 機関投資家及び個人投資家向け説明会の継続的実施

リスク管理の強化
 与信集中リスクの回避、事業者支援の強化

RORAの向上
当期純利益
リスクアセット

財務レバレッジ
の適正化

リスクアセット
株主資本

期待成長率の
向上

ＲＯＥの向上
（収益力の向上）

ＰＥＲの向上

株主資本コストの低減

実績と期待の好循環

将来収益の成長期待

PBRの改善
（企業価値向上）



本資料には、将来に関する記述が含まれています。
こうした記述は、将来の業績を保証するものではなく、リスクや不確実性を内包するものです。
将来の業績は、経営環境の変化等により、目標対比異なる可能性があることにご留意ください。

本件に関するお問い合わせ先

トモニホールディングス株式会社 経営企画部
TEL 087-812-0102


